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▼ 要　約
　本稿の目的は，「実験室の内部の小さな実験」としてボトムアップ式の政策改善や制度改革の実
態を明らかにするために，分権改革の典型である 1996 年連邦福祉改革について，TANF現金扶助
受給者を就労者へと移行させる施策の中でも，企業での雇用に結びつける雇用プログラムを取り上
げ，検討する。
　アメリカでは，地域レベルで福祉に関わるサービスは，地方政府とNPOと民間企業とのパート
ナーシップを活用して提供されることが通常であり，これを前提に，民間企業であるピザハット，
マリオット，アメリカワークスは自らが主導して雇用プログラムを実施するのである。ニューヨー
ク市も，この前提があるために，NPOや民間企業との委託契約を活用して，TANF現金扶助受給
者への雇用プログラムの重点を柔軟に変更することができた。
　連邦レベルの議論でも，パートナーシップにより提供される地域レベルの雇用プログラムから成
功事例が現れて，それが先行モデルになって各地に普及することが期待される。すなわち，地域レ
ベルの取り組みが「実験室の内部の小さな実験」となり，ボトムアップ式の政策改善や制度改革が
期待されるのである。こうした取り組みを活発化するために，GAOは 2015 年に TANF包括補助
金を州政府によりいっそう権限委譲することを勧告する。

▼ キーワード
雇用プログラム　TANF　NPO　パートナーシップ　WOTC
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はじめに

　連邦レベルの政策の議論や策定において，州政府の先進的な取り組みが当該政策の「実

験室」の役割を担うことを，州の実験室効果と言う。1932 年に連邦最高裁判事ブランダ

イス（Louis D．Brandeis）は，連邦制の利点を「勇敢な州が実験室としての役割を果たす

ことは連邦制の思いがけない幸運の 1つである。残りの州はリスクを負わずに新たな社会

的，経済的な実験を取り入れることができる。」と述べた1。

　ところで，州政府がこの「実験室」の役割を担う以前には，州政府の内部において地域

レベルの実験が数多く行われているはずである。本稿ではこれを「実験室の内部の小さな

実験」と呼ぶ。この「実験室の内部の小さな実験」の中から成功事例が生まれ，その成功

事例が近隣地域からみると先行モデルになり普及し，それが州政府の政策に取り入れられ

るようになり，さらに他の州にまで広がると，連邦レベルの議論において州の実験室効果

と言われるようになるのであろう。

　本稿では，「実験室の内部の小さな実験」としてのボトムアップ式の政策改善や制度改

革を明示するために，分権改革の典型である 1996 年連邦福祉改革について，TANF現金

扶助受給者を就労者へと移行させる施策の中でも企業での雇用に結びつける雇用プログラ

ムを取り上げ，検討する。ここで言う雇用プログラムとは，就労準備，求職活動，教育訓

練などである。これらは，地域レベルでは地方政府とNPOと民間企業が協働するパート

ナーシップを活用して提供される。こうしたTANF現金扶助受給者を就労者へと移行さ

せる施策を，ボトムアップ式で改善，改革することが 1996 年連邦福祉改革の大きな狙い

の 1つであった。

　それでは，本稿で取り上げる 1996 年連邦福祉改革を中心とする 1990 年代のアメリカの

福祉再編を簡潔に説明しよう。10 代の児童を扶養する家族への現金扶助について，受給

者の福祉依存をなくし就労者へと移行させるために，それまでのAFDC（要扶養家族扶

助：Aid to families with Dependent Children）を廃止して，新しくTANF（貧困家族一

時扶助：Temporary Assistance to Needy Families）を創設した。TANFでは，受給者

を就労させるために，現金扶助の受給期間を生涯 5年間に制限するとともに，就労，就労

準備，求職活動，教育訓練などを労働活動と定めてそれへの参加を受給要件とした。加え

て，連邦補助金を連邦規定の縛りが強い特定補助金から連邦規定の縛りが緩い包括補助金
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に変更し，州政府が裁量性を発揮してTANF包括補助金を使うプログラムを策定できる

ようにした。つまり，10 代の児童を扶養する家族への現金扶助TANFについて，現金扶

助受給者を福祉から就労者へと移行させる政策を，州政府が裁量性を発揮して策定し実施

できるようにしたのである。

　加えて，TANF受給者は福祉から離脱し就労しても賃金水準が低く生活が困難な場合

が多いので，低所得な家族を支援するために，連邦個人所得税制を通して現金を給付する

EITC（勤労所得税額控除：Earned income Tax Credit）を大きく引き上げた。これによ

り，EITCは，低所得な家計でも収入と支出をバランスさせ，経済的な自立を可能にする

重要な役割を担うようになった。このEITCを受け取って経済的な自立を可能にする意味

でも，TANF現金扶助受給者を企業での雇用に結びつける施策は重要になる。

　本稿の構成は以下のようである。第 1に，TANF受給者は福祉から離脱し就労しても

賃金水準が低く生活が困難な場合が多いので，こうした低所得な家族の収入と支出をバラ

ンスさせるために，EITCが欠くことができない存在であることを示す。このEITCを受

け取るためには就労者として稼得所得を得なければならないので，本稿で検討する

TANF現金扶助受給者を企業での雇用に結びつける雇用プログラムは，アメリカの福祉

再編においても重要になる。

　第 2に，民間企業にTANF現金扶助受給者の雇用を促す税制上の優遇措置である

WOTC（雇用税額控除：Work Opportunity Tax Credit）をみる。WOTCは，TANF現

金扶助の長期受給者，長期失業者，障害者，元受刑者などの就労に不利な人々を雇用した

場合に，雇用主に賃金の一定額の税額控除を認め，賃金負担を軽減して対象者の雇用を促

すものである。

　第 3に，このWOTCの具体例を 2つ取り上げる。1つはピザハット（Pizza Hut）のジ

ョブス・プラス（Jobs Plus）プログラムであり，もう 1つはマリオット（Marriott）の

「独立への道」（Pathways to Independence）プログラムである。これらのプログラムも，

地方政府とNPOと民間企業とのパートナーシップによりサービスを提供する。WOTC

はこれらのプログラムへの雇用主負担の財源になることで，ピザハットやマリオットとい

った民間企業も損失を負うことなく，自ら主導して雇用プログラムを計画し，実施できる

のである。なお，こうした雇用プログラムは地域のNPOや地方政府からの働きかけや要

請もあり，全米各地のピザハットやマリオットにおいても実施される。

　第 4に，人材派遣業の民間企業アメリカワークス（Amerika Works）を取り上げる。

アメリカワークスは，TANF受給者などの就労に不利な人々を企業に紹介するプログラ

ムを，地方政府との委託契約により提供する。このアメリカワークスの事例でも，以前か

ら地方政府とのパートナーシップに基づき雇用プログラムや教育訓練プログラムを提供し
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ていた経験が先にあり，その上で，成果に基づき報酬を受け取る成果報酬契約を考案し，

その契約が成果を上げることで注目を集めるようになる。アメリカワークスはニューヨー

ク市をはじめとして 11 の州とワシントンDCで活動している。

　第 5に，アメリカワークスも参加している，ニューヨーク市のTANF受給者への雇用

プログラムについて，とくに委託契約の内容に注目して検討する。委託契約の内容は，

TANF現金扶助受給者が大きく減少したことにより，その重点が変わる。当初はその重

点が民間企業での就労にあったが，次には仕事の定着に移り，さらには昇給や昇格といっ

たキャリアアップへとかわる。こうした委託契約の内容の重点の変化に委託先が柔軟に対

応できるのも，ニューヨーク市の委託契約がNPOや民間企業を活用するからである。ニ

ューヨーク市も委託契約の重点を移す時は，アメリカワークスのように仕事の定着に取り

組むプログラムを行い，それが成果をあげていることを確認するはずであり，そうした民

間企業やNPOと委託契約するので，目標に沿って委託契約の内容を柔軟にかえることが

できるのである。

　こうしたピザハット，マリオット，アメリカワークスなどの民間企業が主導するプログ

ラムも，またニューヨーク市の委託契約を活用する雇用プログラムも，地方政府とNPO

と民間企業とのパートナーシップにもとづき，全米各地で数多く実施される「実験室の内

部の小さな実験」である。これらの事例は「小さな実験」のほんの一部の成功事例になる。

第 6に，こうした地域レベルで数多く行われる「実験室の内部の小さな実験」に基づき，

全米レベルの議論が行われることを明らかにする。全米レベルの議論をする際にも，地域

レベルの「小さな実験」から成功事例が現れ，それが他の地域にまで普及する先行モデル

になることが期待されるのであり，TANFでも同様である。とりわけ 2015 年の GAOの

報告書では，「実験室の内部の小さな実験」をより活発にして政策改善を図るために，州

政府によりいっそうの権限を委譲することが指摘されている2。

　なお，本稿で取り上げる事例は，報告書，レポート，論文などの文献で取り上げられた

ものであり，「実験室の内部の小さな実験」の成功事例である。そのため，地方政府と

NPOと民間企業とのパートナーシップにもとづくプログラムのすべてが成功するような

印象を与えるかもしれない。しかし，状況は正反対であろう。むしろ「実験室の内部」で

は，地方政府，NPO，民間企業のいずれかが主導する形で数多くの「小さな実験」が行

われ，その中からほんの一部の成功事例が現れるのである3。これを逆からみると，数少

ない成功事例が現れるためには，数多くの「小さな実験」が行われる必要になる。それら

を促進するために，1996 年連邦福祉改革では州政府に権限を委譲して裁量性を発揮でき

るようにしたのであり，またWOTCのような税制上の優遇措置も設けられたのである。
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1．低所得家族の収支をバランスさせるEITCの仕組みと役割

　1996 年連邦福祉改革法により，児童を扶養する家族への現金扶助であるAFDCは廃止

され，新たにTANFが創設された。AFDCは資産上限や所得上限といった受給要件をク

リアすれば現金扶助を受給することができたので福祉依存が問題視されたが，TANFで

は受給期間が生涯 5年間に制限され，受給開始から 2年以内に求職活動，職業訓練，就業

経験などの労働活動に参加する就労要件が課されることになった。これにより，TANF

では，現金扶助は一時的に利用するものとなり，その受給者への就労の促進と支援の重要

性が著しく増したのである。

　AFDC/TANFの全米の受給者数は，1994 年の 1，416 万人をピークに，2000 年には 614

万人へとピーク時の 43％に大きく減少した。リーマンショック後の大不況時である 2010

年でも 459 万人であり，2015 年には 413 万人でピーク時の 29％の水準になった4。こう

した現金扶助受給者の大幅な減少により，TANFへの改革は一定の成果を収めたと言わ

れている。

　ところで，TANF現金扶助受給者は現金扶助から離脱して就労しても，学歴が低く就

労経験も浅いため，エントリーレベルの賃金で雇用されることになり，低所得者になるこ

とが多い。そうした低所得者に収入と支出をバランスさせて経済的に自立した生活を成り

立たせるために，EITCは大きな役割を担っている。

　EITCとは税制を通した所得保障であり，EITCの税額控除額が連邦個人所得税額より

も大きかった場合にその差額を現金給付として受け取ることができる仕組みである。第 1

に，表 1で示すように，EITCの税額控除額は児童数によって異なる。母子 3人家族を例

にすると，未婚の母親の連邦個人所得税の申告資格は世帯主であり，表 1で世帯主を見る

と，2016 年に児童 1人では EITCの最高限度額が 3，373 ドル，児童 2人では 5，572 ドル，

児童 3人以上では 6，269 ドルである。第 2に，図 1で示すように，EITCの金額は稼得所

得によって異なる。同じく母子 3人家族を例にすると，稼得所得が 13，930 ドルまでは

EITCの金額が増額する増額局面にあり，その増額率は 40％である。稼得所得が 13，930

ドルから 18，190 ドルまではEITCの金額が変化しない一定局面であり，EITCは最高限

度額の 5，572 ドルである。稼得所得が 18，190 ドルを超えると，その超過額に対して

21．06％の割合でEITCの金額が減額し，稼得所得が 44，468 ドルに達するとゼロになる。

　EITCの具体例を見る前に，連邦個人所得税の基本的な仕組みを簡潔に説明しよう5。

第 1に，収入が稼得所得だけであるなら，「稼得所得－（所得控除＋人的控除）」で課税所
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得が算出される。第 2に，この課税所得に税率をかけると税額控除前税額が算出される。

第 3に，税額控除前税額から税額控除を差し引くと個人所得税額が決まる。

　連邦個人所得税では，所得控除として概算控除と実額控除があり，納税者がどちらか一

方を選択できる。概算控除は所得を得るのに要した経費をあらかじめ定められた概算額と

みなすものであり，実額控除はその経費を個別項目ごとに積み上げて合計を算出するもの

である。一般的な傾向として，低所得者は個別控除項目ごとに経費を合計しても概算控除

の金額に届かないので概算控除を選択し，高所得者は実額控除が概算控除を超えるため実

額控除を選択する。2016 年度に概算控除は，独身が 6，300 ドル，夫婦と児童を扶養する

寡婦・寡夫が 12，600 ドル，未婚の世帯主が 9，300 ドルである。人的控除は 1人あたり

4，050 ドルであり，納税者本人と扶養家族の合計人数を 4，050 ドルに乗じて算出する。

表 1　EITC制度（2016 年）

出所　U．S．IRS（2016a）と Center on Budget and Policy Priorities（2016）を参考に作表。

図 1　EITCの仕組み：母子 3人家族（申告資格，世帯主）のケース（2016 年）

出所　表 1に基づき作図。
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　それでは，母子 3人家族のケースを使って，2016 年の EITCを具体的に説明しよう。

母子 3人家族であれば，概算控除は世帯主で 9，300 ドルになり，人的控除は 4，050 ドルが

3人分で 12，150 ドルになる。その合計は 21，450 ドルである。母親の稼得所得が 25，000

ドルであれば，課税所得は 3，550 ドルであり，税率は 10％が適用されるので，税額控除

前税額は 355 ドルになる。稼得所得 25，000 ドルでは，EITCは 4，133 ドルである6。その

ため，税額控除前税額 355 から EITC 4，133 ドルを差し引くとマイナス 3，778 ドルになり，

これが本人に給付される。EITC込みの税引き後所得は，稼得所得 25，000 ドルに EITC

3，778 ドルを加えた 28，778 ドルになる7。例えば，同じ家族構成で稼得所得が 18，000 ド

ルの場合は，税額控除前税額はゼロであり，EITCは 5，572 ドルなので8，EITC 5，572 ド

ルがそのまま給付される。この家族のEITC込みの税引き後所得は 23，572 ドルになる。

　次に，低所得者のいる家族（以下，低所得家族）におけるEITCの役割を，Halpern‒
Meekin ほか（2015）から確認しよう9。表 2は，2007 年 2 月から 4月の間にボストン市

中心部で 115 の低所得家族を対象にした 1ヶ月の平均支出の結果を示している。この表は，

支出項目ごとに 115 家族の平均支出額を算出したものであり，それらを合計すると 1ヶ月

の平均支出総額が 2，683 ドルになる。表 3は，同じ調査における現金・現物給付込みの平

均所得の月額と年額を示している。月額をみると，（A）稼得所得は 1，887 ドルであり，

これに養育費，政府の福祉プログラムの給付，親族や友達からの支援が加わると（D）

2，363 ドルになる。この 2，363 ドルでは表 2の平均支出総額 2，683 ドルをまかなうことが

できず，単純に差し引くと 320 ドルの赤字が出る。この赤字は主としてクレジットカード

の残高として累積される。これを単純に年額に換算すると，赤字の年額は 3，840 ドルにな

る。これを埋めて収入と支出をバランスさせ，低所得家族の自立した生活を可能にするの

表 2　115 の低所得家族の 1ヶ月の平均支出

出所 Halpern‒Meekin▆，Sarah，Kathryn Edin，Laura Tech，＆
Jennifer Sykes．（2015），p．32．
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が，（F）税制を通した給付 4，686 ドルである。

　さらに，Halpern‒Meekin ほか（2015）では，いくつかの個別ケースが紹介されていた。

以下はリード（Ashlee Reed）のケースの要約である10。

リード（Ashlee Reed）は 29 歳の白人女性である。幼稚園の先生をしている。彼女

は 3人の子ども（5歳のウォレン，4歳のまマロリー，3歳のジョニー）とエイドリ

アン（Adrian，男性）と共に，ベットルームが 2つあるアパートに住んでいる。週

給 532 ドルであり，そこから社会保障税，所得税の源泉徴収，医療保険料や年金プラ

ンへの本人負担などを差し引くと，手取りが 357 ドルになる。1ヶ月の支出総額は大

学の学費ローンやクレジットカードの返済を最小限に抑えても 2，856 ドルである。

1，600 ドルに満たない 1ヶ月の手取りでは，クレジットカードの残高ばかりが増える

ことになる。この調査期間，エイドリアンは失業中で失業保険の給付期間も終了した

ので，家計はいっそう厳しかった。

ちょうど 2月にリードは連邦個人所得税を申告し，所得税を通した現金給付を

4，704 ドル受け取った。これは手取りの 3ヶ月分に相当した。ここから，学費ローン

を 1，498 ドル返済し，残りはクレジットカードの残高の返済に充てた。彼女の収入は

幼稚園の先生としての年間 44 週分の給与，幼稚園が休み中の，彼女にとっては失業

期間中の失業保険からの給付に，その他の収入が加わり年間 27，500 ドルであった。

表 3　現金・現物給付込みの平均所得（月額と年額）

出所 Halpern‒Meekin▆，Sarah，Kathryn Edin，Laura Tech，＆ Jennifer Sykes．（2015），
p．36．
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　　この 27，500 ドルの収入と所得税を通した現金給付を合計すると 32，204 ドルになった。

　このように，EITC は低所得家族の収支をバランスさせて生活を支える税制を通した現

金給付なのである。このEITCは，連邦個人所得税を申告することにより受け取ることが

できるため，現金扶助のように受給者本人がスティグマを意識するようなことはなく，む

しろ低所得であっても稼得所得を持つ就労者として，本人はポジティブな意識を持つと言

われる11。

　1990 年代の福祉再編により，児童を扶養する家族の貧困対策は，TANF現金扶助受給

者への就労の促進と支援およびEITCを主とする就労する低所得者への支援へと大きく転

換した。以下では，TANF現金扶助受給者を就労者にするために，それらを雇用に結び

つける施策を，先ずはWOTCを糸口として検討する。

2．WOTCの仕組みと役割

　WOTCは，就労する上で不利な状況にいる人々の雇用を促すために，雇用主に認めら

れる税額控除である12。そうした人々を雇用した場合，賃金負担を軽減するために，雇用

主にはそれらへの賃金の一定額の税額控除が認められる。雇用主は，自らの負担から

WOTCの税額控除を差し引くことができる。

　WOTCの対象には，次の 10 のカテゴリーがある13。州政府の雇用部局に申請して認め

られるとWOTC認定適格者になり，雇用主は当該認定適格者のWOTC税額控除を納税

申告書において申請できる。

　（1）退役軍人である。180 日間は軍に従事し，退役して 60 日間を経ている者である14。

　（2）TANF長期受給者である。18 ヶ月間TANFを受給し続けるか，すでに 2年間，

TANFを受給した者である。

　（3）TANF受給者である。雇用される前の 18 ヶ月のうち 9ヶ月間，TANFを受給し

ていた者である。

　（4）SNAP（Supplemental Nutrition Assistance Program，以前の食料スタンプ）受給

者である15。

　（5）元受刑者である。有罪判決を受けてから，また刑務所から釈放されてから 1年以内

に雇用された者である。
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　（6）エンパワーメント・ゾーンやエンタープライズ・コミュニティなどの経済開発地区

に居住する 18‒39 歳の者である。

　（7）肉体的，精神的な障害を持つ，社会復帰のためのリハビリテーションからの紹介者

である。

　（8）SSI（Supplemental Security Income，高齢者や障害者への現金扶助）受給者であ

る。雇用が終了した日から 60 日以内に SSI を受給している者である。

　（9）長期失業者である。27 週間，失業中であり，失業手当を受け取っている者である。

　（10）サマーユース被雇用者である。エンパワーメント・ゾーンやエンタープライズ・

コミュニティなどの特定の経済開発地区に居住する 16‒17 歳の者である。

　表 4は，WOTCの申請件数，認定適格者数とそのカテゴリー別の内訳を示している。

2013 年と 2014 年には SNAP受給者がそれらの 7割強を占め，TANFは 2つのカテゴリ

ーで 1割程度を占めるにすぎなかったが，2002 年にはTANFに関する 2つのカテゴリー

でWOTC認定適格者の 50％弱を占めた。これらは総数が異なるので単純に比較できな

いが，大きな傾向としては，TANF現金扶助受給者が 1996 年以降に大きく減少したので，

WOTC認定適格者のカテゴリーとしてもTANF受給者は減少し，それに代わって，

SNAP受給者が増えてきたのであろう。

　申請件数をみると，WOTC認定適格者と認められるのは，2013 年に 3割強，2014 年に

2割強である。審議中が 2013 年に 35％，2014 年に 50％なので，認定適格者として認定

されるケースよりも審議中のケースの方が多いことになる。WOTCの資格認定プロセス

については，以下でWOTCの予算規模とともに説明する。

　次に，WOTC税額控除額の計算プロセスを説明しよう。表 5で示すように，WOTCの

計算上，対象となる賃金の上限が定められている。その上限は基本的に 6，000 ドルである。

労働時間が 120 時間から 400 時間未満の場合，WOTCの税額控除額は賃金に 25％を乗じ

て算出される。WOTCの最高額は 6，000 ドルに 25％を乗じた 1，500 ドルになる。同じよ

うな仕組みで，労働時間が 400 時間以上の場合，WOTCの金額は賃金に 40％を乗じて算

出され，その最高額は 2，400 ドルになる。

　例えば，TANF受給者が時給 10 ドルで，1，000 時間働き，年間で 10，000 ドルの賃金

を受け取った場合，WOTCの計算で対象となる賃金はその上限の 6，000 ドルであり，

WOTCの金額は 6，000 ドルに 40％を乗じた 2，400 ドルになる。この 2，400 ドルは税額控

除であるので，雇用主は連邦税（法人であれば連邦法人所得税，個人で事業主であれば連

邦個人所得税）の税額から 2，400 ドルを差し引くことができる。2，400 ドルの税負担が軽

減されるということは，2，400 ドル分の支出を政府から受け取ったことと同じ効果を持つ。
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　それでは，WOTCの予算規模と手続きを示そう。2016 年度の予算規模は 1，848．5 万ド

ルである16。この予算は，バージン諸島への 20，000 ドルが差し引かれた上で，次のよう

に各州に割り当てられる。第 1に，50％は前年度（2014 年 10 月から 2015 年 9 月）の

WOTC認定適格者総数の州別の比率に応じて各州に割り当てられる。第 2に，30％は前

年度のアメリカの労働力人口の州別の比率に応じて各州に割り当てられる。第 3に，20％

は前々年度のTANF受給家族の州別の比率に応じて各州に割り当てられる。なお，割当

額の最低は 66，000 ドルと定められている。2016 年の各州への割当額を示したのが表 6で

ある。

　州政府の雇用部局は，この予算額の範囲内でWOTCの認定適格者を認定する17。第 1

表 5　WOTCの対象となる賃金の上限（2014 年）

Н1 TANF長期受給者のWOTCは，1年目は 10，0000 ドルまでの賃金の 40％，2年目は 10，000 ドルまでの賃
金の 50％である。
出所　U．S．Department of Labor（2014），p．5．を参考に作表。
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表 6　WOTC予算の各州への割当額（2016 年） （ドル）

出所　US．Department of Labor（2016）．
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に，新規採用者は就労前に，内国歳入庁のForm 8850 に記入し，雇用主に提出する。こ

れは，自分自身がWOTCの対象カテゴリーに含まれるかどうかを示す書類である。第 2

に，雇用主は被雇用者の就労状況を示す連邦労働省のForm 9061 と Form 9062 に記入す

る。これらには，被雇用者がWOTCのどのカテゴリーに該当するのか，どういったポジ

ションに就くのか，賃金がいくらかなどを記入する。第 3に，雇用主は上記 3つの Form

をWOTC対象者を採用してから 28 日以内に州政府の雇用部局に提出する。第 4に，雇

用主は州政府の雇用部局からWOTCの認定の有無を受け取る。第 5に，雇用主は，IRS

に納税申告する際に，WOTC認定適格者の書類を提出する。

　州政府の雇用部局は，こうしたプロセスを経て，連邦政府からのWOTCの割当額の範

囲内でWOTC認定適格者を認定する。おそらく，そのために表 4ではWOTCの審議中

の人数が多くなっていると思われる。

　表 7はWOTC認定適格者が就いた職種を示している。販売，飲食関連，医療補助，運

輸・輸送関連などの雇用者数が増加しているサービス業が，2013 年，2014 年ともに半数

を占める18。表 8はWOTC認定適格者の時給を示している。WOTC認定適格者は就業経

験が浅く，また労働スキルも十分でないことが多いため，エントリーレベルの仕事に就く

ことが多く，時給は全般的に低い傾向にある。時給 10．00 ドル以上が 2013 年の 16．3％か

表 7　WOTC認定適格者の職種 （人）

出所　U．S．Department of Labor（c）．

表 8　WOTC認定適格者の時給 （人）

出所　U．S．Department of Labor（d）．
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ら 2014 年の 23．0％へと増えているものの，4割強は時給 7．25‒8．25 ドルであり，2割強

が 9．00‒9．99 ドルである。

　このWOTCの直接的な前身はTJTC（Targeted Jobs Tax Credit：特定雇用税額控除）

であり，さらに 1997‒2006 年の間に実施されたWtWTC（Welfare‒to‒Work Tax Cred-

it：就労脱福祉税額控除）も，廃止後はWOTCに統合された。TJTCはWOTCと同じよ

うに，就労に不利な人々の雇用を促すための税額控除であり，1978 年に創設され，1994

年にいったん廃止される。その後，1996 年から改善版としてWOTCが導入される。

　1994 年の議会公聴会で証言した連邦財務省のフォリー（M B．Foley）は TJTCについ

て 3つの問題を指摘した19。第 1は，雇用主がTJTC対象者とあらかじめ分かった上で雇

用しているケースが少なく，TJTCが雇用主への棚ぼた的な利益になっていることである。

第 2は，これは事前にTJTC対象者と分かっているケースであると思われるが，適用要

件を最低限クリアする期間だけ，例えば最低基準の 90 日間だけ雇用し，年間を通してみ

ると 1つのポジションで従業員の採用と離職を繰り返し，1つのポジションで複数人分の

TJTCを申請することである。第 3は，TJTCを利用して就労してもキャリアアップに至

らないことである。

　WOTCでは，長期雇用を促す仕組みが取り入れられた。TJTCでは，6，000 ドルまで

の賃金を上限に，認定適格者が 90 日間か 120 時間雇用されると，その 40％が税額控除の

対象になった。TJTCの最高額は 2，400 ドルである。WOTCでは，税額控除額の計算方

法を 2段階にして，長い時間働くとWOTCの税額控除が増える仕組みにした。労働時間

が 120 時間から 400 時間未満の場合は賃金の 25％がWOTCの金額になり，労働時間が

400 時間以上の場合は対象賃金の 40％がWOTCの金額になるように変更された。

　加えて，表 5を見ると，TANF長期受給者だけが，2年間，WOTCが認められている

ことがわかる。同じく，ここはWOTCの賃金の上限も 10，000 ドルと高い。1997‒2006 年

の間，TANF長期受給者に対しては，WtWTC（Welfare‒to‒Work Tax Credit：就労脱

福祉税額控除）が実施されていた。これは，TANF長期受給者の雇用を促し，より長期

間雇用されるように，次のような仕組みであった。雇用 1年目は，1年間に 180 日間か

400 時間雇用されると，賃金 10，000 ドルを上限に 40％（当初は 35％）の税額控除が認め

られた。雇用 1年目のWtWTCの最高額は 4，000 ドル（当初は 3，500 ドル）である。雇

用 2年目はWtWTCの最高額が引き上がり，より長くTANF長期受給者の雇用を促すよ

うな仕組みになっている。雇用 2年目も，1年目と同じく 1年間に 180 日間か 400 時間雇

用されると，賃金 10，000 ドルを上限に 50％（当初から 50％）の税額控除が認められた。

2年目のWtWTCの最高額は 5，000 ドルになる。このWtWTCは 2006 年に廃止され，

WOTCに統合されたので，WOTCの対象カテゴリーにTANF長期受給者が含まれるよ
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うになった。

3．WOTCを活用した雇用プログラム①：ピザハットのジョブ
ス・プラス

　それでは，WOTCの具体的な事例として，ピザハットとマリオットをみよう。ピザハ

ットのジョブス・プラス，マリオットの独立への道は，民間企業が自ら主導する雇用プロ

グラムであり，どちらもNPOや地方政府とのパートナーシップによりサービスが提供さ

れる。WOTCや TJTCは，雇用プログラムから生じる雇用主負担をまかなえるようにす

るのであり，それにより，ピザハットとマリオットといった民間企業でも雇用プログラム

を計画し，実施できるようになるのである。

　それでは，ピザハットのジョブス・プラスからみよう。ピザハットはWOTCの前身で

あるTJTCの時からジョブス・プラスという独自の雇用プログラムを実施し，この税額

控除を積極的に活用するパイオニアであった。

　ピザハットは，1988 年からジョブス・プラスを実施するが，それ以前の 1985 年から 2

年間，カリフォルニア州オレンジ郡で実験プロジェクトを実施した20。ピザハットがオレ

ンジ郡で実験プロジェクトを実施したのは，低賃金のサービス業で働く労働者が足りなく

なるという危機感からである。全米レストランチェーン協会は 1985 年に実施した調査に

基づき「飲食産業は新たな労働力を見つけないと，2000 年までに 110 万人の労働力不足

に直面する」と報告した21。1980 年代半ば，ピザハットをはじめサービス業（小売り，飲

食，接客業）は，時給で働く労働者の労働力不足に危機感を持った。例えばピザハットは，

1990 年代後半アメリカ国内で 12 万人を雇用したが，そのうち 10．8 万人はエントリーレ

ベルの仕事に該当した22。

　そこで，企業内に新たな労働力を検討する特別委員会を作り，3つのグループに注目す

ることになった。第 1は高齢者，第 2は就労してない母親，第 3は障害者である。この 3

つのグループのうち，オレンジ郡での実験プロジェクトでは，障害を持つ 30 人を雇用す

る実験プロジェクトを行った。

　ピザハットは，当該実験プロジェクトにおいて IRI（Integrated Resources Institute）

とパートナーシップを形成した。IRI は，障害者雇用を支援するNPOであり，職場を訪

問し相談と援助（時には生活上の相談と援助）を行うジョブコーチによる支援を実践して

いた。この実験プロジェクトにおいて，IRI は，障害者をピザハットに紹介するとともに，
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ジョブコーチを提供し，雇用した障害者の職場での相談と援助を行い，仕事に定着できる

ように支援した。

　IRI のジボリィッチ（Steve Zivolich）はオレンジ郡の実験プロジェクトの成果として，

表 9で示した 10 項目を示した。この 10 項目について，3つのことを指摘したい。第 1は

資金的なメリットであり，第 2は政府からの支援である。第 3は顧客からの信頼の獲得で

ある。

　第 1の資金的なメリットには 2つのことがある。その 1つは，雇用した障害者 1人あた

りTJTC 2，400 ドルを受け取ることができたことである。これは，1988 年以降にピザハ

ットがジョブス・プラスを全米規模で展開する，長期的なインセンティブを与えたのであ

る23。もう 1つは，雇用した障害者の定着率が高く，新規採用のコストを節約できたこと

である。ピザハットでは，新規採用者の教育訓練費は当時 300 ドルであり，通常の離職率

は 150‒200％であったので，雇用した障害者が定着することは新規採用のコストを節約し

た。加えて，従業員が定着することは職場の環境や雰囲気にポジティブな影響を与えた24。

第 2の政府からの支援としては，雇用プログラムを成功させる秘訣を学んだことである。

すなわち，障害者を雇用する上では「OJTトレーニングがプログラムの成功に不可欠で

ある」ことであり，OJTトレーニングという形で「障害者が仕事内容を学ぶことを支援

するジョブコーチについては，政府からの（補助金や助成金などの資金的な：引用者）支

援が活用できる」のである25。第 3の顧客からの信頼の獲得は，保守的なオレンジ郡でも

お客が障害者を雇用するピザハットにポジティブな反応を見せ，顧客となって支援したこ

とである26。

　こうした成果からピザハットは，1988 年からこの実験プロジェクトをジョブス・プラ

スとして全米規模で展開する。ジョブス・プラスの目標の 1つは，ピザハットの全店舗で

障害者 1人を雇用することであった27。1995 年 5 月の連邦議会の下院歳入委員会の公聴会

表 9　オレンジ郡の実験プロジェクトの成果

出所：Zivolich，Steve▆，＆ Jan S．Zivolicj．（1997），p．77．
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で，ピザハットの租税部門の部長ベイリー（Shepard Baily）は，1990 年以来，TJTCの

対象者を 30，000 人雇用したこと，また 1988 年以来，障害者を 13，000 人雇用し，「国内で

は障害者を最も多く雇用する企業」であることを述べている28。

　なお，ジョブス・プラスで雇用された人々は，1993‒1994 年には平均で週 20 時間働き，

週給 340 ドルを得た29。1994 年に新規雇用者が就いた仕事は，料理人 34％，皿洗い 19％，

運転手 18％，生産 8％，ウェイター 7％，事務 7％，メンテナンス 5％，マネジメント 2％

であった。

　ジョブス・プラスを全国展開する上では，IRI がコーディネーターとしての役割を担い，

各地のピザハット経営者や店舗マネージャーにNPOや地方政府との関係を構築する支援

を行った。具体的には，次の 3つを行った30。第 1に，求職者にピザハットの新規採用の

条件を伝えることである。第 2に，政府からの補助金や助成金などの資金的な支援を見つ

けることである。補助金や助成金に対する成果評価の報告書も IRI が作成した。第 3に，

ジョブコーチなどの支援を提供するNPOなどのサービス提供者をみつけることである。

ピザハットが，オレンジ郡での実験プロジェクトから学んだ成功の秘訣から，IRI のコー

ディネーターとしての役割が重要であることは明確であろう。

　ジョブス・プラスでも，オレンジ郡での実験プロジェクトと同じ 3つの成果が指摘され

た31。第 1は，新規採用者の賃金の 40％に相当するTJTCの税額控除である。TJTCの

税額控除額は 1990 年 7 月から 1991 年 1 月の調査では 1人平均で 1，415 ドルであった32。

第 2は，低い離職率である。新規採用者への教育訓練費が 1人あたり 300 ドルであり，低

い離職率はこの新規採用のコストの節約を可能にした。また，新規採用者の定着率が高い

ことを，店舗マネージャーの業績評価に加えることで，TJTC対象者の雇用を促した。第

3は，顧客からのロイヤリティの獲得であり，障害者を持つ人やその家族が顧客になった。

　TJTC税額控除は，高い定着率がもたらす新規採用者の教育訓練費の節約分と一緒にな

って，次の 3つのことに活用された33。1 つ目は，TJTC対象者の賃金とそれに満たない

低い生産性との差を埋めることである。2つ目は，追加的な訓練費用をまかなうことであ

る。3つ目はTJTCの税額控除額が業績に加えられることで，店舗マネージャーへのボー

ナスの支払いに充てることである。これによりTJTC対象者を雇用するインセンティブ

を与えた。

　ちなみに，1995 年の下院歳入委員会の議会公聴会で，IRI のジボリッチは 1990 年 7 月

から 1991 年 1 月の調査に基づきTJTC対象者の教育訓練費を 1人あたりで平均 2，006 ド

ルとした。この 2，006 ドルを，地方政府からの補助金や助成金などの資金的な支援により

まかなうのである。その支援が 2，006 ドルに満たなければ，上記で示したように，ピザハ

ットがTJTC税額控除の金額から，また新規採用コストの節約分から負担した。したが

178 国学院経済学　第 67 巻第 1号

（178）



って，地方政府からの補助金や助成金などによりジョブコーチなどの教育訓練費のすべて

をまかなえなくても，その不足分をTJTCなどから負担することができれば，ピザハッ

トは損失を出して資金を持ち出すことなく，自ら主導してプログラムを計画し，実施でき

たのである。

　全国展開の例を示すと，テネシー州クックビルのマネージャーのホーキンス（Lasa

Hawkins）は，1993 年に障害者雇用に関する大統領委員会（President’s Committee on

Employment of People with Disabilities）から表彰された34。また，ペンシルベニア州ハ

ーリーズビルのインディアン・サマー財団は「ピザハットは発達障害を持つ人々にコミュ

ニティ内で稼げる仕事を提供することを目的とした，私たち財団の支援付き雇用プログラ

ムの主要な支持者である」とその活動を述べた35。

　また，同じファストフードであるマクドナルドも，TJTCやWOTCを活用し，TANF

現金扶助受給者を雇用するプログラムを実施している36。マクドナルドは 1990 年代後半

に，こうしたプログラムを通して 2万人のTANF現金扶助者を従業員として採用した。

マクドナルドは，TANF現金扶助受給者をエントリーレベル（時給 5．75‒5．90 ドル）の

従業員の候補者プールであるとみなし，そうした人々を雇用した後も，時給 8．00‒9．00 ド

ルの仕事に昇進するために訓練を提供した。マクドナルドは，1990 年代後半，ニューオ

リンズ，ミネアポリス，南フロリダ，シカゴ，コネチカット州ハートフォードで，

TANF受給者を訓練し雇用するプログラムを実施している。

　それらの中で，ミネアポリスのプログラムにおけるパートナーシップを示そう37。ミネ

ソタ州小売り協会（Minnesota Retail Merchants Association）とマクドナルドは，マク

ドナルドが実施する新規従業員向けのプログラムを活用する協定を結んでいる。このプロ

グラムは，ユダヤ職業サービスがTANF現金扶助受給者に生活と職業に関する教育を行

い，マクドナルドがプログラム修了者を優先的に雇用できるというものである。マクドナ

ルドが新規採用しない場合，ミネソタ州小売り協会のメンバーが修了者を雇用できた。

4．WOTCを活用した雇用プログラム②：マリオットの自立へ
の道

　次に，マリオットが実施するWOTC対象者を雇用するプログラム「独立への道」をみ

よう。これは 1991 年にアトランタからはじまるプログラムである38。

　マリオットは，アメリカを中心に世界 53 ヶ国におよぶホテルチェーンであり，1998 年
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7 月に 13．1 万の従業員を雇用した。1998 年にアメリカホテル・モーテル協会が時給

5．15‒8．60 ドルと定める低賃金の仕事を，マリオットは 9万人分提供した39。これは，部

屋の清掃，施設のメンテナンス，飲食，予約受付係，その他の顧客サービスなどである。

　サービス業を中心に低賃金の仕事の雇用が著しく増加した 1990 年代には40，ピザハッ

トと同様に，ホテル業界でも低賃金の仕事は労働力が不足気味であり，従業員を新規で採

用しても定着率が悪かった。そこで，マリオットは自ら新規採用者の教育訓練プログラム

をはじめた。それが独立への道プログラムである。

　独立への道プログラムの目標は，表 10 で示した 9つである。その内容は，6週間のプ

ログラムであり，60 時間の教育訓練と 120 時間のOJTの技術訓練からなる。1度に参加

するのは 9‒18 人である。

　教育訓練としては，次の 5つのことを学ぶ41。第 1は求職活動についてであり，履歴書

の書き方，求職申込書の書き方，面接の受け方，キャリアプラン，昇進の機会の見つけ方

などである。第 2は仕事の定着についてであり，具体的には時間厳守，信頼性，態度，チ

ームワーク，コミュニケーション，文化への気配り，身だしなみ，ワークライフ・バラン

ス，責任の取り方，顧客サービス，職場意識などである。第 3は安全性についてであり，

アクシデントを起こさないようにすること，消火技術，応急処理の技術，食料品の扱い方

などである。第 4は個人的な課題の克服についてであり，信用と自尊心，ストレス管理，

強い意志を持ち続けること，目標設定と達成などである。第 5は金銭管理についてであり，

家計予算，銀行口座の管理，お金の使い方，良いクレジット・スコアの確立などである。

このように，教室での教育訓練では仕事を得て働くために必要なスキルだけでなく，自立

した生活を送る上で必要になるライフスキルも教えるのであった。

　OJTの技術訓練では，制服を着てマリオットの従業員と一緒に仕事をしてスキルを獲

得する。参加者は週単位でインストラクターから仕事ぶりが評価され，またカウンセリン

グを受けてスキルを習得するとともに職場に慣れるのである。

表 10　独立への道プログラムの目標

出所：Pruyne，Ellen．（1998），pp．7‒8．
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　プログラムが修了すると，マリオットは雇用を申し出る。1998 年当時のコミュニテ

ィ・雇用部の部長タリー（Janet Tully）は，ホテル側からの雇用の申し出を「トンネル

終わりを示す明かり」と表現する42。つまり，雇用の申し出に向かって，参加者は訓練を

続けるのである。プログラムの修了生は時給 6．00‒8．00 ドルで雇用された。それは，フロ

ント，予約，電話オペレーター，ウェイター，バスの運転，部屋の清掃，メンテナンスな

どのエントリーレベルの仕事である。仕事に就いてから 90 日が経過すると，雇用主提供

医療保険をはじめとするフリンジベネフィットを受けることができるようになる43。

　独立への道に参加するには，ケースワーカーやNPOからの紹介が必要であった44。紹

介された後は，インタビューを経て，スキル評価と薬物試験を受ける。マリオット側から

の参加要件は，接客業に興味があること，6年生並の読み能力があり，英語でコミュニケ

ーションがとれ，対人関係を作る能力があり，笑顔を忘れない人である。紹介者のうち実

際に参加できるのは，4人に 1人程度である。

　独立への道プログラムは，1998 年 7 月までに 1，000 人以上の修了生を出した。修了率

は 95％である。就労後 90 日間の定着率は 90％であり，1年後のそれは 70％以上である。

通常，エントリーレベルの仕事では定着率が 50％程度なので，独立への道の修了生の定

着率が高いことがわかる。

　それでは，このプログラムを実施する上でのNPOや政府機関とのパートナーシップ，

WOTCの役割を確認する前に，1999 年の連邦議会の下院公聴会からマリオットの当時の

コミュニティ雇用・訓練部の部長クレイマー（Fred G．Kramer）の証言を，少し長くな

るが確認しよう45。これにより，独立への道の目的やWOTCの位置づけ，他とのパート

ナーシップがいっそう明確になる。

誤解のないように言うと，公的扶助受給者や危険な状態にある人々を雇用するのは高

くつきます。多くの時間と努力を必要とします。スキルのほとんどない人，就労経験

のない人には，雇用はほとんど提供されません。こうした人々は自己評価が低く，し

くじるとみなされています。その悪い循環を断ち切ることは大きな挑戦です。

私たちは，しばしば，新規雇用者にアラームつきの時計をプレゼントし，彼/彼女

らに目覚まし時計の使い方を教え，なぜ時間厳守が大事なのか説明しました。私たち

は，スーパーバイザーにそうした労働者を扱う特別な訓練をしました。私たちのホテ

ルのマネージャーは，彼/彼女らが時間に遅れる理由である，通勤，保育，その他の

問題への対処を学びます。マネーシャーはそうした新規雇用者に特別の注意を払わな

ければなりません。

私たちがこうした新規雇用者に労働スキルと信頼の大事さを教えるとともに，コミ
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ュニティを基盤とするNPOから支援サービスの提供を受けます。また，私たちには

「職員相談ライン」（Associate Resources Line）と呼ぶものがあります。これは，新

規雇用者に，仕事のパフォーマンスを悪くする生活問題について訓練を受けた専門家

への相談の機会を提供するものです。

委員長，私たちはこうした人々に成功して欲しく，マリオットの家族になって欲し

く，社内のキャリアの梯子を登って欲しいのです。私たちは，優れたパフォーマンス

を持ち，マリオットでキャリアを送り，マリオットでスキルを学び，それを生産的に

用いる，忠誠心のある従業員の育成に成功していることを誇りに思います。

しかし，こうした成功はマリオットだけのものではありません。皆さんのものでも

あるのです。私たちの成功には費用がかかるので，連邦税制上の税額控除なしに成し

遂げられませんでした。すべての成功のためには，コストのかかる失敗があります。

誰がこうしたコストを払うのでしょうか。マリオットは払います。そのためには税額

控除がとても重要になるのです。税額控除は私たちの費用のすべてを相殺しませんが，

成功している公民のパートナーシップを継続し続けるには十分です。しかし，税額控

除がなければ，私たちのプログラムは劇的に縮小し，消えてなくなることを理解して

下さい。

　このクレイマーの証言から，4つのことを指摘したい。第 1に，公的扶助受給者を就労

させ，仕事に定着させることが難しいことである。独立への道プログラムは，労働スキル

やライフスキルをきめ細かく教えることに加えて，就労した後，実際に働く中で現れる諸

問題に対処できるようにしている。その 1つが，ジョブコーチによる支援である。ジョブ

コーチは，職業上の相談だけでなく，通勤手段や保育サービスの確保，家庭の資金管理な

どの生活上の相談にも乗る。もう 1つが職員相談ラインである。これは職業上また生活上

の問題を電話で相談し，その都度解決するものである。後者はマリオットが行っているサ

ービスになるが，前者については地域のNPOなどと提携する。

　なお，職業上のまた生活上の問題にきめ細かく対応する必要があるのは，公的扶助受給

者を雇用する場合だけでなく，障害者を雇用する場合でも同じである。そのため，マリオ

ットの独立への道プログラムは視覚障害者用のプログラムとしても紹介されている46。

　第 2に，プログラムの費用負担である。1998 年当時，独立への道の参加者 1人あたり

のコストは 5，000‒6，000 ドルと想定された。その半分の 3，000 ドルをマリオットが負担し，

残りの半分の 3，000 ドルを政府からの補助金や助成金でまかなうのである。マリオットの

負担はその多くが現物であり，制服，昼食，訓練施設，プログラムのマネジメント，OJT

とそれに伴うモニタリングなどである。
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　第 3に，マリオットが 3，000 ドルのコストを負担する上でWOTCなどの税額控除が不

可欠であることである。この 3，000 ドルは次の 2つの資金によってまかなわれる。1つは

WOTCやWtWTCの税額控除である。もう 1つは仕事への定着率が高いプログラム修了

者を雇用することによる募集や教育訓練などの新規採用費の節約分である。新規採用費は

1人あたり 900 ドルである。上述したように，独立への道の修了者の定着率は高いので，

その修了生を雇用することで，通常のように新規採用するよりもコストを低く抑えること

ができるのである。

　第 4に，マリオットがプログラムを主導しても，地方政府からの補助金や助成金などの

資金を見つけるとともに，ジョブコーチなどの支援サービスを提供するサービス提供機関

も見つけなければ，実際にサービスを提供することはできないことである。民間企業のマ

リオットが主導する独立への道プログラムでも，ジョブコーチなどの支援サービスは

NPOから提供され，またコストの半分は地方政府方の資金によりまかなわれるのであり，

こうしたパートナーシップの上で，マリオットがコストの半分の雇用主負担をまかなって，

プログラム全体が実施可能になるのである。雇用主負担の主たる財源であるWOTCは，

プログラムを実施可能にする重要な制度なのである。

　それでは，パートナーシップの例として，マリオットと就労を支援するNPOグッドウ

ィルとのパートナーシップと，マリオットが参加したボストン経済開発・産業公社の実験

プロジェクトをみよう。なお，これら以外にも，表 11 で示すように全米各地で，マリオ

ットは独立への道プログラムを実施している。

　グッドウィルのニュースレターでは，マリオットの独立への道への参加者が紹介されて

いる。ここで指摘したいことは，マリオットが主導するプログラムであっても，パートナ

ーシップ関係にあるグッドウィルが同じくらい関わっていることである。グッドウィルの

ニュースレターでは，カメルーンからの移民ジョナサン（Johnathan 仮名）のケースが紹

介されている。その要約を見よう47。

ジョナサンは 10 代でカメルーンからアメリカに来た。高校は卒業したが，仕事を探

すことが難しく，ホームレスになり，その後，グッドウィルとパートナーシップ関係

にあるバージニアビーチの避難所サマリタン・ハウスで見つかった。グッドウィルの

就労支援の専門スタッフがジョナサンのスキルと興味を評価し，グッドウィルの接客

教育訓練プログラムに連れて行った。これはホテルで働くスキルをOJTで学ぶ，ホ

テルとのパートナーシップにより提供されるプログラムであった。これに 2週間参加

し，ホテルで働く資格を得た。彼は「それはとても楽しかった。毎朝起き，学習のた

めにクラスに行った。」と言う。プログラムが修了し，アメリカホテル宿泊施設・教
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表 11　独立への道プログラムの実施

出所　Pruyne，Ellen．（1998），p．20．
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育協会の資格を得て，マリオットで働いた。彼は雑用係としての仕事を好んでいる。

もし清掃部門の誰かが何かを必要とすれば，彼が呼び止められる。

　ボストン経済開発・産業公社の実験プロジェクトは，ボストン経済開発・産業公社が連

邦政府のWtW補助金（Welfare‒to‒Work Grant）を獲得し，実施したものである。

WtW連邦補助金は，TANF現金扶助受給者を就労者へ移行する実験プロジェクトを実施

させることを意図した連邦補助金である。連邦労働省が監督官庁であり，1997 年に 30 億

ドルの予算規模であった。そのうち一部は州政府に割り当てられ，一部は地方政府や

NPOからの申請を受け付ける競争補助金になった。

　ボストン市では，ボストン経済開発・産業公社の就労・コミュニティサービス局が管理

者になり，WtW連邦補助金を申請した。そして，マリオットおよび地域のNPO・CHH

（Crittenton Hastings House）と委託契約をして，「マリオット“独立への道”雇用主パ

ートナーシップ（Marriott ┣Pathways to Independence─ Employer Partnership）」プロ

グラムを実施した48。

　マリオットとCHHの役割は，マリオットが独立への道プログラムを提供し，CHHが

ジョブコーチなどの支援サービスを含むケースマネジメントを提供するというものであっ

た。プログラムの内容は，教室での教育訓練を 2週間受け，その後，OJTで 4週間労働

スキルを学ぶというものである。終了後は，ボストン市のマリオットで就労することがで

きた。1999 年 11 月から 2000 年 10 月の 1年間で，予算額が 212，163 ドル，参加者が 36

人，採用者が 26 名という成果を残した。

5．人材派遣業における雇用プログラム：アメリカワークス

　アメリカワークスは，1984 年に設立された民間企業の人材派遣会社である。2018 年に

は，ニューヨーク市をはじめ 11 の州とワシントンDCで活動している。これをアメリカ

ワークス・ネットワークと呼んでいる49。

　アメリカワークスは，教育よりも就労を優先する就労第 1アプローチを基本とし，就労

後の試用期間にはジョブコーチを派遣して雇用の継続を支援する援助付き雇用（Support-

ed Work，Supported Employment）プログラムを提供する。ピザハットのジョブス・プ

ラス，マリオットの独立への道と同様に，就労後のジョブコーチによる支援が雇用を継続

するカギになる。地方政府と委託契約する場合には，支援付き雇用プログラムを成果報酬
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契約（Performance‒Based Contracting）で実施する。アメリカワークスは「ビジネスは

やる気のある従業員を雇用でき，州は福祉もしくは公的扶助受給者を削減でき，公的扶助

受給者は自立した労働者になる」ので50，誰にとっても利益をもたらすと言う。

　就労第 1アプローチについてアメリカワークスの創始者コーブ（Peter Cove）は，プ

ログラムに参加する人々は「公的教育で失敗した人々」であり，「彼/彼女らを教室に戻す

ことは理に適っていない」。そうした人々は「数多くの失敗を重ね」たので，「雇用主から

必要とされることで自信を得る」と言う51。さらに，「就労は，経済的な保障の唯一の方

法であり，最も良い方法ではないかもしれないが，あなたを重要で，ポジティブで，子ど

もにとってのロールモデルにし，また，新しいスキルを身につけさせ，新しいことを学ば

せ，キャリアを築かせる」と言う52。とりわけ，TANF現金扶助受給者は，プログラムに

参加した当初は福祉依存の文化に浸かった典型のようにみえても，エントリーレベルの仕

事に就く程度の基礎的なスキルの習得に数ヶ月間取り組み，仕事を得て定着すると，自信

を持つようになるのである53。

　アメリカワークスは就労第 1アプローチを基本とする支援付き雇用プログラムを，地方

政府と委託契約を結び提供する。その委託契約の内容は成果報酬契約である。この成果報

酬契約には，主に 3つの段階がある。第 1段階は就労準備・職業訓練であり，第 2段階は

試用期間である。第 3段階は民間企業での雇用の継続である。成果報酬契約の仕組みとし

て，第 1段階では報酬が発生せず，第 2段階が始まる時点で，つまり第 1段階を経た公的

扶助受給者などをアメリカワークスが民間企業に派遣し試用期間がはじまる時点で報酬の

一部を受け取る。次に，3ヶ月程度の試用期間が終了した後，派遣先の民間企業で雇用の

継続が決まった時に報酬の一部を受け取り，さらに 3ヶ月程度，雇用が継続されると報酬

の一部を受け取る。

　2018 年のアメリカワークスのホームページでは，ネットワーク全体でこれまでに 70 万

人以上を労働力として復帰させたこと，アメリカワークスを通して就労した人々の 60％

以上が 6ヶ月を経過した後も就労し続けることが示され，そのために 2，000 以上の企業と

パートナー関係にあると述べられている54。同じく，ホームページでは，主な仕事として

事務，販売，顧客サービス，飲食，医療，運送，設備保全・保守，受付・フロント，警備

などが示される。

　それでは，アメリカワークスの成果報酬契約の仕組みを，1990 年代半ばのニューヨー

ク市との委託契約を基本ケースとして確認しよう55。これは表 12 で示している。

　第 1段階として，参加者は最大で 6週間，就労準備と職場でのスキルについて集中的な

訓練を受ける。この段階ではアメリカワークスへの報酬はない。就労準備としては，履歴

書の書き方，面接の受け方などがあり，職場でのスキルとしては，時間を守ること，職場
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での振る舞い，服装，言葉使い等を学ぶとともに，カウンセリングに基づいてエントリー

レベルの仕事で必要とされるスキルを学ぶ。

　第 2段階として，参加者を民間企業に派遣し，エントリーレベルの仕事に就いて試用期

間が始まると，アメリカワークスはニューヨーク市から 1人あたり 985 ドルの報酬を受け

取る。また，アメリカワークスは，この試用期間，当該参加者を派遣した民間企業からそ

の職務に応じた賃金を受け取る。その中から当該参加者には最低賃金で換算した賃金を支

払う。例えば，時給 6．50 ドルの仕事に参加者を派遣した場合，派遣先の民間企業はアメ

リカワークスに時給 6．50 ドルで計算される当該参加者の賃金を支払い，アメリカワーク

スは当該参加者に当時の最低賃金 4．75 ドルで換算した賃金を支払う。アメリカワークス

には時給 6．50 ドルと最低賃金 4．75 ドルの差額である 1．75 ドルが残る。つまり，アメリ

カワークスは 2つから収入を得る。1つはニューヨーク市からの報酬である。もう 1つは

当該参加者の派遣先の企業から受け取る賃金と当該参加者に最低賃金で換算して支払う賃

金の差額である。この 2つからの収入を使い，アメリカワークスは試用期間にジョブコー

チとしてスタッフを当該参加者の職場に定期的に派遣する。このジョブコーチには，参加

者と派遣先の民間企業のどちらからも相談が寄せられ，仕事上の課題が解決される。また，

派遣先の企業は，当該参加者の職場での評価を行い，ジョブコーチに報告する。このよう

にして，プログラム参加者は就労経験を積むことになる。

　第 2段階が終了する 10 週間の試用期間の終了時に，プログラム参加者に派遣先の民間

企業から雇用継続の申し出があると，アメリカワークスはニューヨーク市から 1人あたり

3，855 ドルドルの報酬を受け取る。

　第 3段階として，プログラム参加者が 12 週間，仕事を辞めずにその仕事に定着すると，

アメリカワークスはニューヨーク市から 1人あたり 650 ドルの報酬を受け取る。プログラ

ム参加者の 68％は雇用主によって正社員として雇用され，正社員として雇用された人々

の 90％以上は 1年経っても仕事を続ける56。

　第 1段階から第 3段階までの間にアメリカワークスが受け取る 1人あたりの報酬の総額

は 5，490 ドルである。ちなみに，この当時，母子 3人家族の現金扶助と現物扶助の合計は

月額 638 ドル，年間 7，656 ドルであり，これに医療扶助 5，000 ドルが加わると，年間で

表 12　ニューヨーク市との委託契約（1990 年代半ば）

出所　Nye，Roderick．（1996），p．15．
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12，656 ドルになった57。アメリカワークスの雇用プログラムに参加することで，公的扶助

受給者が福祉から離脱できるのであれば，政府支出の削減も期待できたのである。

　1994 年のニューヨークタイムスで取り上げられた，アメリカワークスの雇用プログラ

ムに参加して福祉から離脱して就労者になったイングラム（Marlo Ingram）のケースの

要約を見よう58。

マリオ・イングラムは 21 歳でハーレムの低所得者向け集合住宅に居住し，6歳と 5

歳の 2人の娘を扶養する母子 3人家族の母親である。彼女は「私は納税者です」と胸

を張る。1992 年 8 月にマンハッタンにある女性向けの衣服をカタログ販売するブラ

ウンストーン・スタジオに電話販売員として年間 13，000 ドルで雇われた。3年半の

間，公的扶助を受給し，現金扶助，食料スタンプ，家賃補助を含めて，年間 6，756 ド

ルを受け取っていた。

「私はいつも福祉を受給していることを考え，福祉から離脱したことを考えたこと

がなかった。一度，福祉を受給したら，自分が怠惰になることがわかった。一日中テ

レビを見てベッドに横になり，福祉で家賃や食費を払った。私はくつろぎ安心するよ

うになった。」のである。しかしある日「2人の娘を見て，私は何をしているの」と

考えた。その直後に，アメリカワークスに行った。アメリカワークスの支援が背中を

押し，福祉からの離脱が可能になった。「私 1人では成し遂げられなかった」と言う。

ブラウンストーン・スタジオで働くようになり，「毎朝，起きる度に，私は通勤の

バス・チケットを買わなければと思う。私は仕事に行かなければならない。誰かが私

を待っている。誰かが仕事をするために私を必要とする。私は今，納税者なのであ

る」。

　成果報酬契約のもとで，アメリカワークスが受け取る参加者 1人あたりの報酬総額は，

当然であるが，委託契約ごとに異なる。先のイングラムのケースである 1990 年代半ばの

ニューヨーク市では 1人あたりの報酬総額は 5，490 ドル，1994 年のニューヨーク州では

総額は 5，300 ドル，1994 年のコネチカット州では 4，000 ドルであった59。ちなみに，2006

年から 3年間のニューヨーク市との委託契約では 1人あたりの報酬総額は 5，000 ドルであ

った60。

　次に，ニューヨーク市の保険代理店の経営者ヤーガン（Eric Yergan）は，1999 年の連

邦議会の下院小企業に関する委員会（Committee on Small Business）の公聴会でアメリ

カワークスから人材派遣としてTANF現金扶助受給者を受け入れ，試用期間を経て，フ

ルタイムとして雇用するメリットを元受給者であるロドリゲス（Anna Rodriguez）を例

188 国学院経済学　第 67 巻第 1号

（188）



に説明する61。加えて，ロドリゲスを，勤務時間中に資格取得の学校に通わせた理由の 1

つがWOTCであると言う62。

ロドリゲスは，夫と離婚の後，5年間現金扶助を受給していた 3人の児童を扶養する

母子家族の母親である。彼女の労働倫理と学習意欲は見張るものがあった。数ヶ月の

勤務の後，ヤーガンは彼女を保険のライセンスを取得するために学校に通わせた。ヤ

ーガンは 4週間の授業の間，ロドリゲスに給料を払い，授業料も負担した。彼女は 1

回の試験で資格を取得した。

　このロドリゲスの事例の後で，ヤーガンはアメリカワークスから人材派遣として公的扶

助受給者を受け入れる 2つのメリットを指摘する63。第 1は，新規採用の時間が節約でき

ることである。複数人をインタビューしなくても，アメリカワークスが訓練期間である第

1段階を経たロドリゲスのように労働倫理と学習意欲のある人々を紹介してくれることで

ある。第 2は，採用後の試用期間の間，仕事や職場，生活上の諸問題をアメリカワークス

のジョブコーチがカウンセリングをして解決してくれることである。このジョブコーチを

雇用主と求職者である労働者が無料で活用できることが，試用期間に互いが前向きな経験

をすることにつながると言う。

　加えて，ヤーガンはロドリゲスを引き合いに出し，WOTCを肯定する。「私は税額乗除

は良い方策であると考えて」おり，それは「私に，彼女を 4週間の間，学校に通わせるこ

とを決定させた」と述べる64。WOTCの賃金負担の軽減があったため，賃金を支払う勤

務時間中に授業料も負担して，ロドリゲスを学校に通わせることができたのである。この

ロドリゲスのWOTCに関する書類も，アメリカワークスが支援付き雇用プログラムの支

援サービスとして作成するのである。

　なお，アメリカワークスの創始者コーブは，WOTCの前身であるTJTCに関する 1994

年の連邦議会の下院歳入委員会の公聴会で，アメリカワークスが「企業に派遣する候補者

のすべてにTJTCの資格がある」こと，さらに「支援サービスの 1つとしてTJTCの書

類を正確にそろえ，資格認定の手続きの手順を企業に伝える」ことを述べている65。

　人材派遣業のアメリカワークスは，雇用プログラムについて，教育を重視する内容では

参加者が就労に結びつかない反省から，就労の成果に応じて報酬が支払われる成果報酬契

約を考案し，TANF現金扶助受給者を就労させる雇用プログラムについて，地方政府と

成果報酬契に基づく委託契約をしている。これも地方政府が雇用プログラムの提供におい

てアメリカワークスのような民間企業やNPOを活用するという，地域レベルのパートナ

ーシップが先にあり，その上で，アメリカワークスは成果報酬契約を考案し，その契約内
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容でTANF現金扶助受給者に向けた雇用プログラムについて地方政府と委託契約してい

るのである。

　なお，アメリカンワークスは，就労第 1アプローチを基本とする支援付き雇用プログラ

ムを成果報酬契約で地方政府と委託契約することを，TANF現金扶助受給者を対象とす

るものだけでなく，元受刑者向けに改良して元受刑者を就労者へと移行するプログラムと

しても提供し，注目されている。元受刑者向け雇用プログラムを，2012 年には，ニュー

ヨーク州オーバニー，ニューヨーク市，シカゴ，ワシントンDC，ボルティモア，ニュー

ジャージー州ニューアーク，マウント・ローレル，カリフォルニア州オークランドで実施

している66。

6．ニューヨーク市の TANF雇用プログラム

　ここでみるニューヨーク市のプログラムは，TANF現金扶助受給者を雇用者に移行す

るための雇用プログラムであり，とくに委託契約の内容に注目する。すでに指摘したよう

に，1996 年連邦福祉改革以降，TANF現金扶助受給者は大きく減少し，それにともなっ

て，委託契約の内容もその重点が変わる。当初はTANF現金扶助受給者を就労させるこ

とに重点を置いていたが，その後は，就労して仕事に定着することに，さらには昇給や昇

格といったキャリアアップすることに移るのである。

　こうした委託契約の内容の変化に，委託を受け入れる側が柔軟に対応できるのは，アメ

リカワークスのように民間企業で，またNPOで，そうした雇用プログラムを提供するサ

ービス提供者が存在するからである。ニューヨーク市の側も委託契約の重点を移す際には，

アメリカワークスのように仕事の定着に取り組むプログラムが成果をあげていることを確

認した上で実行するはずであり，そうした成果を上げているプログラムを参考に委託契約

の内容を考え，サービス提供者と委託契約を結ぶはずである。地域レベルでは，このよう

にして実験プロジェクトが行われ，また新しいプログラムが作られ，これらが「実験室内

の小さな実験」になり，ボトムアップ式の政策改善，制度改正に至るのである。

　図 2は，ニューヨーク市のTANF現金扶助受給者と新規就労者の推移を示している。

現金扶助受給者数を見ると，1995 年の 120 万人弱をピークに 2002 年の 40 万人へと大き

く減少し，その後は，2008 年から 38 万人程度で推移している。現金扶助受給者のなかで

新規に就労した人々の数は，大きな傾向としては，1995 年に 3万人程度，1999 年に 6万

人強であったものが，2000 年には 12 万人へと大きく増加し，2003 年以降は 8万人前後で
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推移している。TANF現金扶助受給者が大きく減少する一方で，2000 年以降，新規就労

者は毎年 8万人前後で推移しているので，TANF現金扶助受給者のなかでも就労しやす

い人々は速やかに就労し，就労する上でいっそう不利な人々が現金扶助を受給し続けてい

ると思われる。

　この就労する上でいっそう不利な人々を就労させようと，ニューヨーク市もTANF現

金扶助受給者向けの雇用プログラムについて委託契約の内容を変えている。そこで委託契

約の内容を確認しよう。

　表 13 は，TANF現金扶助受給者向けの雇用プログラムについて，ニューヨーク市と

NPO，民間企業との委託契約の内容を示している。契約期間は，1999 年‒2002 年，2003

年‒2006 年，2006 年‒2009 年に 3つに分かれる。プログラムは 1999 年‒2002 年と 2003 年‒

2006 年が SAP（Skill Assessment ＆ Placement）と ESP（Employment Services ＆

Placement）の組み合わせであり，2006 年‒2009 年はそれら 2つを統合したBtW（Back‒
to‒Work）になる。

　SAPとは，現金扶助の申請者が受給者として認定されるまでの 1ヶ月の間，参加する

プログラムである。その内容は，基礎学力および労働スキルの評価にはじまり，履歴書の

書き方，仕事の探し方，面接の受け方，職場での服装・話し方・行動などを学ぶ就労準備

図 2　ニューヨーク市の TANF現金扶助受給者と新規就労者

出所　Desai，Swati▆，Lisa Garabedian，＆ Karl Snyder．（2012），Figure 9．
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表 13　ニューヨーク市における TANF現金扶助受給者への職業訓練の委託契約（1999‒2009 年）

Н1　ボーナスがあることは確認できたがその内容は不明でる。
出所 1．成果基準とボーナスを除いて，Desai，Swati▆，Lisa Garabedian，＆ Karl Snyder．（2012），Appendix A．

を参考にした。
2．SAPと ESP の成果基準とボーナスは，Barnow，Burt S▆，＆ John Truko．（2005）を参考にした。
3．BTWの成果基準とボーナスは，Kasdan，Alexa．with Sondra Youdelman．（2008），AppendixⅥを参考
にした。
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活動に 2週間参加し，残りの 2週間で求職活動を行うものである67。基礎学力および労働

スキルの評価によっては，数日間から数週間の訓練プログラムに参加することもできる。

訓練の内容は，英語クラスなどの基礎学力や警備，販売店や飲食業での接客サービス，介

護などの労働スキルである68。

　現金扶助受給者として認定されると，ESPに移る。ESP とは，現金扶助受給者を対象

とする職業紹介・訓練プログラムである。その期間は 6ヶ月間であり，6ヶ月を超過する

と，次の 6ヶ月間を，同じサービス提供者のもとでプログラムに参加し続けるか，それと

も他のサービス提供者に移るか，さらには，これとは異なる特別なプログラムに移るかど

うかがアセスメントされる。ESPの内容は，オリエンテーションと基礎学力および労働

スキルの評価を行った後，先に示した就労準備活動に 2週間参加し，それ以降は週 5日の

うち 2日は求職活動を行い，残りの 3日はニューヨーク市の行政機関などの割り当てられ

た訓練先で就労経験を積むWEP（Work Experience Program）に参加するというもので

ある69。加えて，SAPと同じように，スキル評価によっては，数日間から数週間の訓練プ

ログラムに参加することもできる。その内容は，SAPとほぼ同じである70。

　この SAPと ESP について，ニューヨーク市はNPOや民間企業と委託契約をした。委

託先を SAPと ESP の順に見ると，1999 年‒2002 年ではそれぞれ 5と 12 であり，2003

年‒2006 年では 4と 10 である。これらは，いわば 1次委託契約者である。この 1次委託

者がさらに 2次委託者へとプログラムを委託契約することが想定されていた。つまり，ニ

ューヨーク市は直接契約する 1次委託契約者だけを管理し，それより先の 2次委託契約者

以降の管理は第 1次委託契約者にゆだねたのであった。

　BtWは，SAPから ESP に移行する際に，サービス提供者が変わることが多かったので，

こうした不効率を避けるために両者を統合したものである。BtWには，切れ目なくスム

ーズなサービスを提供することや，以下で説明するように，SAPや ESP よりも仕事の定

着を促す意図があった。BtWの内容は，現金扶助を申請しその可否の審査期間中，つま

り以前の SAPへの参加に該当する間は，SAPと同じように，基礎学力および労働スキル

を評価し，就労準備活動に参加した後で，求職活動を行うものである71。現金扶助の給付

が認められ受給者になると，週に 2日は求職活動を行い，残りの 3日はWEPに参加する

ことになった。

　これらのプログラムに関するニューヨーク市とNPOおよび民間企業との委託契約は，

成果報酬に基づく契約である。その重点をみると，就労第 1アプローチを基本として，仕

事に就くことを重視していたものが，次第に仕事の定着や昇給・昇格などのキャリアアッ

プを重視するものへと変わることがわかる。

　表 13 は，委託契約の成果基準を示している。ニューヨーク市と委託契約し，サービス
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を提供するNPOや民間企業は，基本報酬を成果に応じて受け取る。第 1期（1999 年‒

2002 年）の SAPであれば，プログラム参加当初のアセスメントを行うと基本報酬の 10

％を受け取ることができ，プログラムに参加させるとその 20％，就労させるとその 60％，

就労した受給者が 90 日間就労し続けるとその 10％を受け取ることができた。ESPや

BtWでも同じような仕組みで，基本報酬を成果基準に応じて，またボーナス基準に応じ

て受け取るのであった。

　第 1に，SAPでは，就労させた時の報酬割合が 60％から 35％にかわり，90 日間就労

させた時のその割合が 10％から 35％に引き上がった。これは，より長期間の雇用に結び

つけるように，成果基準を変えたことを意味する。同じことがESPでも言える。第 2に，

ESP では，就労させた時の報酬割合が 40％から 25％に減少するとともに，90 日就労さ

せた時のその割合が 30％から 45％に増加した。第 3に，BtWでは，就労させた時の報

酬割合がなくなり，30 日間の就労で 30％，90 日間では少し減少して 30％，そして 180 日

間の就労で 25％という割合になった。このように，より長く就労させるとより多くの報

酬が得られるように変更されたのである。

　こうした成果基準に基づく委託契約を支えるのが，次の 3つの情報システムである。第

1は NYCWAY（New York City Work，Accountability and You），第 2は PaCS（Pay-

ment and Claiming System），第 3は VenderStat である。

　NYCWAYは，ニューヨーク市の公的扶助受給者の情報を管理する情報システムであ

り，申請の受付，受給の可否，就労の有無，SAPと ESP または BtWへの参加の有無に

加えて，各ケースの状況を，市政府の福祉課とサービス提供者の間で共有するものである。

PaCS は，ニューヨーク市とNPOおよび民間企業の間で委託契約に基づく請求と支払い

を行う情報システムであり，成果基準の到達状況やボーナス基準の到達状況を示すととも

に，それへの支払いを行うものである。これにより，成果基準の到達度に応じた報酬の支

払いがすぐに実施できるようになり，成果報酬の仕組みがスムーズに機能するようになっ

た。VenderStat は，NYCWAYや PaCS なども利用して，委託契約したサービス提供者

の成果や実績をモニターするものである。サービス提供者の成果や実績に関する月間もし

くは年間の報告書の作成，サービス提供業者とのミーティングの基礎資料，成果や実績の

記録として活用する。

　これらの 3つの情報システムの技術的な支えがあり，成果報酬契約は実施されるのであ

り，さらには，こうしたシステムがあるが故に，委託契約の成果基準をきめ細かく変更し

て，就労させることから仕事の定着やキャリアアップへと委託契約の内容の重点を変える

ことも可能になるのである。
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7．連邦レベルの雇用プログラムの議論：「実験室内の小さな実
験」の活用

　ピザハット，マリオット，アメリカワークスなどの民間企業が主導するプログラムも，

またニューヨーク市の委託契約を活用するTANF向けの雇用プログラムも，地方政府と

NPOと民間企業とのパートナーシップにもとづき全米各地で数多く実施される「実験室

の内部の小さな実験」である。TANF現金扶助受給者を就労者へと結びつける雇用プロ

グラムを，アメリカ全体を視野に入れて連邦レベルで議論するときも，地域レベルの雇用

プログラムに基づいて議論され，そこから成功事例が現れて先行モデルになって普及する

ことが期待される。とりわけ，2015 年の GAOの報告書では，TANF現金扶助受給者向

けの雇用プログラムについて，仕事への定着やキャアリアアップを実現しうる有望な実験

プロジェクトをより積極的に実施させるために，州政府にいっそうの権限を委譲すること

が指摘された72。

　そこで以下では，TANF現金扶助受給者を就労者へと結びつける雇用プログラムにつ

いて，2つのことを確認したい。第 1は，連邦レベルの 3つの研究プロジェクトの報告書

を使い，雇用プログラムの重点の推移を確認することである。雇用プログラムに関する連

邦レベルの議論は，地域レベルの結果が積み重なった集大成でもあるので，前節で見たニ

ューヨーク市と同様に，地域レベルで雇用プログラムの重点がTANF現金扶助受給者を

就労させることから仕事の定着や昇給・昇格などのキャリアアップへと変われば，それを

反映して，全米レベルの議論も同じように変わるのである。第 2は，GAOの 2015 年度

の報告書を使い，雇用プログラムの重点が変わる中で，それに適った雇用プログラムが地

域レベルの取り組みから現れることが期待されること，そのために，州政府へのいっそう

の権限委譲が勧告されることを確認する。

　ここで取り上げる報告書は，第 1に，2002 年に公表されたNEWWS（National Evalua-

tion of Welfare‒to‒Work Strategies）研究プロジェクトの報告書（以下，NEWWS報告

書）であり73，郡や市といった地方政府が実施する 11 の雇用プログラムが検証された。

第 2に，2010 年に公表されたERA（National Employment Retention and Advancement

Project）研究プロジェクトの報告書（以下，ERA報告書）であり74，同じく地方政府が

実施する 12 の雇用プログラムが検証された。第 3に，2012 年に公表された第 2の ERA

の一部とHtE（Enhanced Services for the Hard‒to‒Employ Demonstration and Evalua-

tion Project）研究プロジェクトの報告書（以下，HtE 報告書）であり75，地方政府が実施
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する 7つのプロジェクトが検証された。

　まずは，それぞれの報告書の背景と目的を示そう。NEWWS報告書は 1996 年連邦福祉

改革以降にTANF現金扶助受給者が急激に減少した時の雇用プログラムの評価である。

端的に述べると，雇用プログラムによりTANF現金扶助受給者を就労させることは成功

したものの，就労しても現金扶助受給時よりも家族の所得が高くなり，生活水準が上昇す

ることはなかった。そこで，次の課題として，仕事の定着やキャリアアップにつながる雇

用プログラムが目指されることになる。ERA報告書は，2000 年代の仕事の定着やキャリ

アアップにつながる雇用プログラムを検証したものである。12 プログラムの中で，3つの

プログラムが雇用水準，雇用の安定性，稼得所得に効果的であると指摘される。HtE 報

告書は，TANF現金扶助を受給し続ける就労にいっそう不利な人々を就労に結びつける

ための雇用プログラムをみつけるために，2000 年代のHtE の 5 つのプログラムとERA

の 3つのプログラムを検証したものである。このうち 3つのプログラムが就労困難者への

雇用プログラムにとして効果的であると指摘される。

　それでは，これらをもう少し詳しくみることで，連邦レベルでの雇用プログラムの重点

の推移を確認しよう。NEWWS報告書は次のように述べる76。

（NEWWSの：引用者）すべてのプログラムは人々の雇用と稼得所得を増加させ，

またそれらの福祉給付を減少させ，人々の自立を手助けすることになった。とりわけ，

児童を扶養する 1人親は，子供の生活への影響がほとんどなく，こうしたプログラム

からの（人々の雇用と稼得所得を増加させる：引用者）便益を得ることができた。し

かしながら，こうした成果にもかかわらず，どのプログラムも生活水準を向上させる

副次的な政策目標を達成することはなかった。NEWWSプログラムは，一般的に，

所得を増やし，貧困を減少させることはない。実際，より恵まれない参加者の一部は，

金銭的にはいっそう困窮することになった。

　ここで，アーバン研究所（Urban Institute）が 2007 年に発表したTANF現金扶助受

給者向けの雇用プログラムに関する報告書から77，2 つのことを補足したい。第 1は，

TANF現金受給者の雇用状況であり，第 2は雇用プログラムの重点についてである。

　TANF現金受給者の雇用状況としては，2つのことが指摘される。1つ目は低所得な家

族の就労率が 2000 年になるまでの 10 年で劇的に上昇したことであり，とりわけ母子家族

の母親でそれが顕著であったことである。「シングルマザーの労働力参加率は 1990 年代初

頭の 67％から 2000 年に入るまでの 10 年間で 78％に上昇した。以前福祉を受給していた

シングルマザーでは労働力参加率は 30％から 60％近くまで上昇した。」のである78。2 つ
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目は，このように就労率は高くなったものの，生活水準がほとんど変わらなかったことで

ある。すなわち，「2002 年の TANF離脱者は時給の中位値は 8．06 ドルであり」，「1999

年の TANF離脱者の 52％が貧困水準以下の所得しかな」く，「これと同水準は，高校中

退以下の学歴の親，労働スキルがほとんどない親，履歴に空白期間があったり限定的な労

働経験しかない親」なのである79。

　同報告書では，今後の雇用プログラムの重点も指摘される。「いくつかのプログラムは

福祉受給者の雇用状況や稼得所得水準の改善に成功を示すものの，それは限定的なもので

ある」と述べ，「政策のイノベーションに関連する成果はいまだ試されていないアプロー

チ」にあると言い，地域レベルの「小さな実験」に期待を寄せる。加えて，「州・地方の

TANF担当部局は，1996 年連邦福祉改革が単に仕事を見つけることではなく，仕事への

定着と継続的な金銭的な安定により貧困な親を包括的に支援することであると認識してい

る」と述べ，地域レベルの「小さな実験」が実施される方向性は共有されていると言うの

である80。

　この後に発表されるERA報告者では，仕事の定着と昇給や昇格などのキャリアアップ

をもたらす雇用プログラムが検証される。ERA報告者は次のよう述べる81。

1980 年代以降に実施された研究は，福祉受給者や低所得者が仕事に就くための，ま

たその準備のための支援についてかなりの知識を生み出した。しかしながら，成果を

あげた就労準備と職業紹介プログラムの参加者でも，不安定で低賃金の仕事に就き，

仕事に定着するために，またそこで昇進するために，どういった支援が効果的である

かは明確でない。雇用の定着と昇進の全国プロジェクト（ERA）は，12 の革新的な

アプローチを検証することで，また州や地方で実施されている異なるグループを対象

とした多様な雇用定着・昇進モデルの中からより効果的な戦略を特定することで，こ

の知識のギャップを埋めることを意図するものである。

　さらに，その後に発表されるHtE 報告書は，TANF現金扶助受給者向けの雇用プログ

ラムをめぐる状況を次のように述べる82。

TANF受給件数における急激な変化は，現金扶助受給者であるか否かにかかわらず，

雇用困難者への最適な支援に興味を向けさせることになった。福祉担当部局の職員，

政策立案者，研究者が，初めて大きな規模で雇用を継続するために深刻なチャレンジ

に直面している人々に注目しはじめたのである。同じ時期に他の制度でも変化が起こ

った。すなわち，刑事司法に関わる役人や障害者プログラムでも，仕事を見つけ維持
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できると見込まれる人々を雇用させる戦略を実施し始めたのである。プログラムに関

わる職員は，雇用困難者の広範囲なニーズに取り組む能力を備えることで，いっそう

はっきりと浮かび上がるたくさんの，そして意味のある課題に対して答えを求めはじ

めたのである。

　そうして，就労困難者へのサービスを強化した 5つの雇用プログラムと，ERAの 3つ

のプログラムを検討し，3つのプログラムが効果的であると述べる。

　このように，連邦レベルの 3つの研究プロジェクトの報告書では，雇用プログラムの重

点が，TANF現金扶助受給者を雇用させることから，仕事の定着やキャリアアップへと

移り，さらには就労困難者への支援も強化することで，そうした人々を就労させようとす

るのである。そして，これらを実現するために地域レベルの雇用プログラムの取り組みに

期待をするのである。

　次に，GAOの 2015 年の報告書を使い83，雇用プログラムの重点が変わっても，地域レ

ベルの取り組みから革新的な雇用プログラムが現れることが期待され，そのために，州政

府へのいっそうの権限委譲が勧告されることを確認しよう。TANF現金扶助受給者を就

労させる上で，有望な 4つのアプローチ（①補助金付き雇用，②療養・雇用サービス，③

キャリアパスウェイ，④修正就労第 1アプローチ）による 12 のプログラムを検討し84，

TANF連邦補助金を使った雇用プログラムにおいて革新的な実験プロジェクトが減って

いることを指摘する。その理由は，第 1に，TANF包括補助金の交付要件として連邦政

府が定める労働要件が厳しすぎることであり，第 2に，当該地域のTANF雇用プログラ

ムをNEWWS，ERA，HtE のような研究プロジェクトの対象として挙手すると，その成

果評価を検証する負担がかかるので，研究プロジェクトへの挙手が減少していることであ

る85。

　TANF包括補助金の交付要件として，連邦規定では，TANF現金扶助を受給する成人

のいる家族の 50％，夫婦家族では 90％を労働活動に参加させること，それを遵守できな

い場合にTANF包括補助金が減額されることが定められている。ここで言う労働活動と

は，民間企業で就労することや雇用プログラムに参加することである。この労働参加率の

要件を満たすことを重視するあまり，州や地方政府がTANF包括補助金を使った実験プ

ロジェクトを実施しなくなっているのである。また，当該地域で実験プロジェクトを実施

しても，成果を評価する負担が重いため，成果評価が検証されず，当該実験プロジェクト

がTANF現金扶助受給者の雇用に効果的かどうかが評価されていないのである。

　GAOは 2015 年の報告書で，6つの州の 10 の雇用プログラムの成果を検証する中で，

就労困難者に関する 4つのプログラムのうち地方政府のTANF担当部局が実施したもの
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がゼロであこと，またキャリアパスウェイの 2つのプログラムはコミュニティカレッジと

地方政府の労働担当部局が実施したことを述べ，これらがTANF現金扶助受給者だけを

対象に計画された実験プロジェクトでないことを指摘する。

　そこで，GAOは「就労する上で深刻な障壁を持つ家族を含み，TANF現金扶助受給者

を労働市場への参入に最も効果的な活動に参加させるためには，州政府にフレキシビリテ

ィを持たせる」ことが必要であると述べる86。TANF包括補助金について州政府にいっそ

うのフレキシビリティを与えるのは，TANF現金扶助受給者を対象にした，地域レベル

の実験プロジェクトの実施を促進するためである。

むすびにかえて

　本稿では，「実験室の内部の小さな実験」としてボトムアップ式の政策改善や制度改革

を明示するために，TANF現金扶助受給者を就労者へと移行させる雇用プログラムを取

り上げ，検討した。

　事例として取り上げたピザハット，マリオット，アメリカワークスはいずれも民間企業

であり，自らが主導して雇用プログラムを提供するが，それぞれが単独で実行しているわ

けではなく，地方政府，NPOとのパートナーシップを活用してそのプログラムを提供し

ている。より具体的に言うと，アメリカでは地域レベルでの福祉に関わるサービスは地方

政府とNPOと民間企業とのパートナーシップを活用して提供されることが通常であり87，

これを前提に，ピザハットとマリオットはWOTCにより雇用主負担がまかなえることを

見込んで自らが主導する雇用プログラムを創設したのである。アメリカワークスも，この

パートナーシップを前提に，就労第 1アプローチを基本とする支援付き雇用プログラムに

ついて成果報酬契約というタイプの契約を考案し，地方政府と委託契約をするのである。

　ニューヨーク市は，TANF現金扶助受給者を就労させるための雇用プログラムについ

てNPOや民間企業と委託契約し，そのプログラムの重点を，TANF現金扶助受給者の劇

的な減少を反映して，就労させることから仕事の定着や昇給や昇格によるキャリアアップ

を促すものへと変更する。こうした重点の柔軟な変更が可能になるのも，ピザハット，マ

リオット，アメリカワークスのように，地域レベルでは雇用に関わるサービスを提供する

提供者が数多く存在するからであり，そうであるが故に，ニューヨーク市はその重点を変

更してより効果的な雇用プログラムを実施できるのである。

　さらに，全米を対象にした連邦レベルの議論を確認するために，3つのプロジェクトの
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報告書とGAOの 2015 年の報告を検討した。連邦レベルの議論でも，地域レベルでの雇

用プログラムから成功事例が現れて，それが先行モデルになって各地に普及することが期

待されるのであり，そうした取り組みを活発化するために，TANF包括補助金を州政府

にいっそう権限委譲することがGAOから勧告されるのである。

　このように，地方政府とNPOと民間企業とのパートナーシップを前提として雇用プロ

グラムは提供されるのであり，その中から成功事例が現れ，それが他の地域から見ると先

行モデルになって普及し，政策が改善されたり，制度が改正されたりするのである。

　今後は，この地方政府とNPOと民間企業とのパートナーシップをアメリカの分権シス

テムとの関連で検討し位置づけることで，その分権システムの特色を明らかにしたい。

※本研究は JSPS 科研費（課題番号 15K11974）の助成を受けたものである。
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